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はじめに

　平成長期不況による国，地方の財政難の中にあって，構造改革，行財政改

革，地方分権などが推し進められ，各都道府県，市町村は行財政合理化を余
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儀なくされてきた。国の行財政改革も地方のそれも，世界のGNPの約15％

をtliめてきた日本経済の「縮小化」もしくは「単純再生産化」過程の表われ

かもしれない。同時に，その過程の中から求められてくるのは，地方行財政

の国からの自立性，地域ごとの多様性，住民の行政需要に対する効率的対応

性・選別性（速効性，低コスト・高成果）といったことであろう。

　それだけでなく，国際競争の激化，少子高齢化，社会の成熟化など社会構

造の変容も地方の自立性，多様性，行政需要の効率的選別性などを迫らずに

おれなくするであろう。

　本稿では，深まりゆく国，地方の財政難とグローバル化，社会構造の変化

の中で余儀なくされ，模索されている地方行財政改革の実情の一端を，岐阜

県の事例を中心に取り上げることにしたい．以前すでに，1994（’1城6）年頃

までのことについては，簡単に触れているのでD，本稿では，それ以後を主

にみることにしたい．

　議員内閣制の国（中央政府）に比べ，　一人の政治家が役所全体を取り仕切

れ，権限も相対的に大きい大統領制型の地方では，首長が踏ん張れば，とも

かく動き出すという利点がある2），三重県北川正恭前知事i三導の抜本的で厳

しい県行政運営の試みや，岐阜県梶原拓知事のもとでの試みもその一例だと

いえよう，

　今口の国家財政も含めた地方行財政は，深刻な財政難を背景にしていると

いう点で，1980，90年代米国，英国の行財政改革の後追い的性格を色濃く

もっていることは間違いない。ただし口本にとっては，連邦制の米国ではな

く，同じ中央集権制国家としての英国の地方行財政改・fl‘三（サッチャーとメ

ジャーの保守党、ブレアの労働党による改革）がより参考になろう、

　実は日本の国，地方がこの10年来進めてきた行財政改革の大部分は，英

国が1980，90f｜三代に実行してきたそれに，きわめて近似したものであること

がわかる。r小さな政府，簡素な政府」を目指しての費用対効果，行政評価（事

務’牒σ現直し），行政組織の独立法人化，社会資本整備におけるPFI（フライベ
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イト・ファイナンス・イニシァチブ），リーダーの役割強調，説明責任など今ではよ

く知られている行政手法や組織改革がそれである、こうした「行革先進国」

との共通点も念頭に置いて，岐阜県を中心に取り上げることにしたい。

1地方財政危機の深化と

　　　全国的行財政改革動向

1政府による行財政改革姿勢

　総務省（旧n治省）が「財政硬直化の打開」を初めて提起したのは，第一次

オイルシヨック（昭和48年）後の昭和50（1975）年であったこと，また翌51

年には，「なかんずく，義務的経費の増大に起因する財政硬直化の打開は，

今や極めて緊急な課題となっている」と強調し，さらなる事業の見直し，公

務員定員と給与の見直し，機構の簡素合理化などを訴えていたことは，前稿

でも指摘したとおりである。

　この中・低成長への移行による国と地方の税収増加率低下が，バブル破綻

後の経済停滞の中でさらに著しくなり，財政危機を深めていることが，地方

行財政改革を切迫したものにしていることについては，日々の動向が示して

いる。そこで，最近の『地方財政白書』（平成14年度版）によって，政府（総

務省自治財政局）の財政危機と行財政改革への姿勢を取り上げておくと，以下

のようである3）。

　白書はまず，地方公共団体の役割はますます重要になり，さまざまな行政

課題に対応することが求められているにもかかわらず，地方財政は「極めて

厳しい状況」，「危機的状況」にあり，その健全化が強く求められる状況に

なっていると述べ，「極めて厳しい状況」は，具体的に次の3点に示されて

いるとする。
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　一つは，地方債現在高の増加にともなう公債費の層の増加，またそれに

よる財政硬直化の継続的進展である．義務的経費の中でも特に弾力性の乏し

い公債費の状況把握の指標である起債制限比率等が，新たな完全償還増等に

よる公債費累増にもとついて，引き続きヒ昇しているため，財政硬直化が強

く懸念されることである。

　二つは，地方税収入，地方交付税の原資となる国税収入が低迷する一方

で，公債費の増加，景気対策等のため，大幅な財源不足が生じた結果，借り

入れ金残高（普通会計の地方債現在高，交付税特別会計借り入li，τ金残高のうち地プ∫負担

分，企業債現在高のうち普通会，it’負担分，の合計）が引き続き増加していることで

ある。平成11年度末で174兆円となり（V城3年度kからの8年間で2．5倍），13

年度末に188兆円と見込まれる大きさに達していることである。

　三つは，都道府県において法人二税（法ノ、事業税，法ノ、住民税）への依存の高

い東京都，大阪府，神奈川県，愛知県の4都府県の実質収支が2年連続で赤

字となり，都道府県全体でも2年連続で実質赤字となっていることである。

　以上で指摘されている地方財政硬直化，公債残高の巨額化，2年続きの都

道府県全体の実質収支赤字という地方財政危機の要因については広く知られ

ているところであろう。

　このうち，三点目の都道府県の「実質収支の赤字」とは，当該年度の歳入

から歳出を差し引いた収支（形式収支）から，状況によって，次年度以後に

繰り延べられる支出項目が生じる場合に，これを当該年度の収支額から差し

引いて得られる実質ヒの収支が，赤字になっている，ということである、

　例えば，数年次を要する公共事業が，f［1∫らかの事情で，今年度予定されて

いた経費どおりに執行できなくなった場合，今年度の残余部分は翌年度に繰

り越され，翌年度に執行されるものとして取り扱われることになるが，その

分は今年度P算からは控除して（現金・1議会計に発生1議会計を加味するノS式），

収支を算出する（この場合は継続費逓次繰越し）のである、

　この「実質収支の赤字」が重要とみなされるのは，法律Lこれが，地方自
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治体の「倒産」に結び付く指標とみなされているからである。すなわち実質

収支の赤字が「標準財政規模」に対して，道府県では50／o，市町村では20％

に達すると「起債制限」を受けることになっており，地方債（建設地方債）が

原則として認められなくなる，ということである。起債制限団体に陥った自

治体は，「財政再建計画」を立てて，財政再建を行う場合でなければ地方債

起債がみとめられなくなる（災害対策用などは除く）。財政再建計画では国の承

認が必要なので，地方団体は国のコントロールのもとに置かれることになる

のである。

　建設地方債の発行制約（不能）化は，公共施設の建設を主要な行政対象の

一つとする地方団体にとっては，行政執行が不可能となるので，事実上の

「自治体倒産」ということになる（ただし，それは法律・ヒの，国の立場からする「倒

産」のことである）。

　実質収支の赤字による起債制限団体への転落が，「自治体の倒産」となる

というのは，この意味においてである、

　経済成長が順調な時期では税収も順調に確保しうるので，先例のように，

翌年度以降に予算を繰り延べる部分の控除が，当該年度に生じても生じなく

ても，実質収支が赤字に陥る可能性は少ないが，経済の落ち込みが大きかっ

たり，経済停滞が長引き，税収の予想外の落ち込みが継続的に生じる時期に

は，実質収支の赤字が生じやすくなる。特に東京都，大阪府，神奈川県，愛

知県のように，基幹税として景気変動の影響を強く受ける法人二税への依存

度が高くて，当初予算を超えて税収の落ち込みが大きい大県では，実質収支

の赤字に陥りやすい。

　また都道府県においては，市町村よりも義務的経費（人件費，補助費など）

が高くその分投資的経費が少ない。仮に市町村のように投資的経費が高い

と，税収が減った時には，地方債を発行して投資的経費に充当することによ

り，財政危機を防ぎうるが，都道府県のように投資的経費が少ないと，地方

債を発行しようとしても，充当すべき投資的経費がきわめて少ないため，そ

　　　　　　　　　　　　　　　一　5　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　33



れを発行することは難しくなる。そのために，歳入が不足して財政収支が赤

字，すなわち危機に陥りやすいのである，

　特に，政令指定都市を擁する都道府県の場合は，政令都市は公共事業を自

らの財政で行うので，都道府県は，政令市以外の自治体の公共事業のみを行

えばよいことになり，投資的経費はその分少なくなって（政令市を取り除く分

だけ），地方債の発行はできなくなる。つまり税収不足を招いて財政危機に

陥りやすくなるのである。東京都，大阪府すらもが実質的に赤字に陥るのは

こうした理由にもとつく。

　白書によって，四大県と都道府県全体が，平成10，11年度と2年続きで

実質収支の赤字に陥っているとされるのは，およそこうした事情にもとつ

く」）。

　地方財政の危機と「破綻」が，債務の激増，あるいは財政硬直化磯能不

全）によって表わされることは，中央政府の財政危機においても同じことで

あるが，日本が他先進産業国に比べて目立つのは，それが，国の強くて細部

にわたる歳出（先の都道府県の教員，警察官の人件費の割合など）と歳入（地方交付

税，補助金，地方債）の両面での統制のもとで，余儀なく生じる仕組みに置か

れていることである。

2　行財政改革の具体化

　深まる地方財政危機に対して，総務省は以下のような対応策を提起してき

た5）。

　ア　地方分権化と行財政基盤の整備

　（ア）財政基盤の充実。財政面における地方団体の自己決定権と自己責任

の充実、法人事業税の外形標準課税化による財源強化，地方消費税の重視，

法定外普通税の許可制から協議制への改定，法定外目的税の創設。地方交付
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税の算定方法の簡易化。地方債の平成18年からの許可制から協議制への移

行。補助金の統合・メニュー化・運用の弾力化，平成12年度からの統合補

助金制度の創設。（イ）市町村合併の推進。（ウ）住民主体の地域づくりの必

要性，NPO，企業と民間のパートナーシップの重視。

　イ　財政健全化への努力

　（ア）行政改革の推進。定員管理（スクラップ・アンド・ビノレド）の徹底と適正

化，給与の適正化。組織・機構の全般的見直し，簡素で効率的組織の形成，

PFIの導入，行政評価の導入。（イ）透明性の向上。行革大綱（平成12年12月

閣議決定）における数値目標の設定，取り組み内容の具体化・充実化，情報

公開の徹底。

　ウ　地域の政策課題への対応

　（ア）情報化の推進，（イ）良質な環境保全と創造，（ウ）総合的かつ効率

的な地域福祉の推進，（エ）地域特性に応じた社会資本の整備。

　工　地方公営企業の経営基盤の強化等

　（ア）地方公営企業。地方公社の経営の不断の見直し，経営基盤の強化，

効率的経営の推進，財務の適正化。（イ）地方公社等。土地開発公社，商

法・民法法人の情報公開，経営状況の点検・評価。

　以上の総務省の行財政改革論をみてもわかるように，その支柱の一・つと

なっている地方分権が，一面ではグローバル時代，成熟時代への対応策であ

ることを意味するとともに，他面では，国として，地方の「財政上の面倒

（国から地方への財政移転）」は，今までのようにはもはやみれない，との表明

でもあることが理解されよう。すなわち「地方分権・自立」は，国からする

地方財政の経費節約上の合理化（リストラ）方針でもあることがわかるので

あり，地方自治体は，内外の時代への対応性と国による地方の効率的再編と

いう二重の困難化の中で，地方行財政を担わねばならなくなっている，とい

うことである。
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表1全国地方公務員数

平7年度（対前年比）　　平8年度（対前年比）　　平9年度（対前年比）
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計 ユ，850597　（－6，ri81）　　　　　2、845，354　（－5，243）　　　　2、836．448　（　－8、906）

（注）各年度は4月1日現在．

　以下では，簡単化のため，地方公務員数の動向（全体的削減）に限定して，

地方行革の一一端をみておくことにしたい。

　行財政改革の具体化

　平成6年までの地方公務員数の推移については，すでに前稿で触れている

から（地方公営企業は平成5年まで），それ以後の平成7年から12年までの推移

を表1によってみておきたい。

　表1から，平成7年4月1口現在の地方公務員数（普通会計）は285万597

人であったが，平成12年4月1日現在では277万7434人であり，この5年

間に7万3163人，2．570／oの減少となっている。内訳で［’1立つのは，一・つに，

教育関係職員の減少であり，同期間に6万1337人，4．soo／oの減である。そ

の他土木関係，農林水産関係の減少率が大きい。

　二つに，増加で目立つのは，いうまでもなく民生関係職員で，同期間に

28万5338人から29万5596人へと1万258人，3．60c／oの増加となってい

る。高齢化の進展を考えれば，この増加率は大きくなりこそすれ，小さくな

　36　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　8　一



地方財政危機の深化と地方行財政改革の動向（柿本）

（普通会計）推移

（単位：人）
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1

　81，618　（　　－496）

180、032（－2，401）1

1⊃3，497　（　　＋489）

1，216，080　（－15、756）

259、615　（　　＋214）

1，148，242　（－10，072）

256プ1ア5　（　　－410）

295，596　（　＋1，620）

184，389　（　－3，4ア5）

　29，802　（　　－574）

116，788　（　－2，186）

　　8，753　（　　－184）

　80，582　（　－1，036）

1ア6205　（　－3、827）

2，819，265　（－17，183）　　　　2、802，559　（－16，706）　　　　2，777，434　（－25，125）

総務省自治財政局『地方財政白書』当該年度版より作成。

ることはないと考えるのが当然である。民生関係職員を除く他の一般行政関

係職員は，同期間に117万1885人から114万8242人へと2万3643人，

2．020／oの減少である。

　次に，地方公営企業職員数を平成6年度末から11年度末の5年間におい

てみると，表2のように，全体として39万9917人から40万4703人へと

表2　地方公営企業職員数
（単位：人）

平成6年年度末　平成11年年度末1　　増　　減

病　　　院1 21乙554 231，020 ＋13，466

水　　道1 70，918 6ア，613
一 3，305

交　　　通 45，510 40，991 一 4，519

下　水道： 42，045 43，197 ＋Ll52
宅地造司観光施設」業用水道

5，110

4，781

2．9401

4，516

4，087

2，696

一
594

－
694

－
244

そ　の　他 11，059 10，583 一
476

計 399，917 404，703 ＋4，786

（注）　水道には簡易水道を含む。

総務省，同上，当該年度版より作成。
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4786人，12C／oの増加となっている。増加の要因は，同表2のように，病院

関係が1万3466人の増となっていることと，下水道が1152人の増となって

いることである，下水道は，当分は一定の増IJLI傾向をたどろうが，いずれ頭

打ちか減少に転じる（完備への接近にともない）だろうが，病院関係はさらに大

きな増加とならざるをえないだろう。

　高齢化が，地方公営企業職員数の確実な減少に結び付くとは限らないので

ある。

II岐阜県行財政改革の動向

1　岐阜県行財政改革の背景と理念

　平成8年度までの動向については前稿で触れたので，本稿では主に，それ

以後の最近年の岐阜県行財政改革動向についてみることにしたい。

　岐阜県においても，きわめて厳しい財政状態が続いてきたことでは，他の

都道府県と少しも変わりない。バブル崩壊以後の税収停滞と不況への景気対

策による歳出増が，財政難深化の主要因であり，そのため，地方債（県㈲

残高は，昭和63（1988）年度の3007億円から，平成12（ユ000）年度当初予算

の9217億円へと206．5％もの増となっている。県歳出の規模は，同ヒ期に，

5362億「「1から8726億円へと62．7％の増にもかかわらず，県税収は1700億

円から2242億円へとわずか319％の増に止まっていたことが，財政難深

化，財政危機の直接原因である。

　このため県は，平成12年度から3力年を財政の「特別抑制期間」として

設定し，歳出を抑制することを余儀なくされるに至った。12年度当初予算

8726億円に対し13年度は8761億円（対前年比o．4％増），14年度は8347億円

（初のマイナスで対前年比4．79・bの滅〉となっている。なお15年度も8202億円で
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　　　　　　　　　　　　　　地方財政危機の深化と地方行財政改革の動向（柿本）

対前年比1．70／oの減である。県行財政改革の基本動機は，全国と同じく，地

方財政危機の深化に他ならない。

　このため県は，職員数の削減，行政評価システム（事務事業の見直いの導

入，歳出，特に公共事業の削減，「重点増減型」予算の編成，単年度予算編

成方式の改革，公共事業執行原則のルール化，税収増加策の試み，地方交付

税措置対象事業の見直しなどの改革に取り組まざるをえなくなった。

　しかし留意すべきは，平成期に人ってからの経費節約，合理的行財政改革

が単にこれらの定員や組織体制，経費の見直しだけでなく，グローバル時

代，成熟社会への移行を背景として否応無しに21世紀のあるべき地方行財

政，地方自治を模索し，その理念に立脚して取り組まなければならなくなっ

ていることである。

　それは簡単には，これまでの中央依存型行財政でなく，多くの県民が行政

に参加し，享受する行政サービスにふさわしい負担の在り方を実現していく

こと，つまり行政と負担の在り方を県民，地方公務員自身が決定していくこ

と，国との対等，協調の関係のうえに，住民に身近な行政は，地元白治体が

責任をもって遂行するような行財政の在り方を作り上げていくことである。

県はこれを「21世紀型地方自治，自己決定にもとつく自治の在り方」とし

て基本理念にしている。

　すなわち岐阜県は，梶原知事のもとで「21世紀型地方自治のモデル」と

して，「日本のモデルたらんとする」，「日本一住みよいふるさと岐阜県」，

「交流，連帯（協働，競争），創造」，「地方主権」などの理念を掲げて，新た

な地方行財政のスタイルを確立したいとするのである。そのうえで，より具

体的な基本目標として，①県民参加による行政システムの確立，すなわち

「夢おこし県政」，②創造性豊かな組織づくり，つまり「総合政策庁」とし

て立案，企画・実証，政策評価を行う，あるいはPlan、　Do，　Seeを基本にし

ての組織体制の再編，3簡素で効率的な行財政システムの確立として，ス

クラップ・アンド・ビルド，OA化，民間委託などの利川，雀市町村，中間
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機構との連帯強化策として県の権限委譲，NPOの利用，などが掲げられて

いる。

　これらを支える財政としては，現状では国への依存構造の中で限界がある

ものの，それを打破すべく，従来の護送船団方式から，「単独航海型」への

転換であるべきだとする。そして税収，歳入が十分に見込めないことを考え

て「・．一律削減型」ではなく，「重点増減型」予算への転換によって，新しい

行財政体制を構築したいと表明している。

　こうした21世紀型県行政への改革姿勢が，前章での総務省の姿勢と基本

的には共通のものであること，または具体化したものであるとともに，県民

参加，情報公開，県庁組織体制の再編などの手法，情報産業誘致，観光，バ

イオ，ファッションなどの産業政策強化，景観行政の展開などにおいて，全

国先端的で時代先取りの特徴を備えていること，さらに予算のやり繰りも踏

まえて伝統のr健全財政」を保持しようとしていることが指摘されよう。

　しかし現実には，財政難・危機深化の中にあって，他県，全国の平均動向

と変わることのない小さな政府，簡素な政府のための職員数・行政量の削減

あるいは再編，組織の大幅見直し，行政手法の改革など県民，職員にも負担

と困難をも覚悟させる内容が前面に出ざるをえないのが実態であり，この点

でも国，全国動向と変わることはなかろう。

　こうした全国先端・時代先取り的行財政と既存制度の改革を迫らずにおれ

ない行財政の合理化，効率化，節約化の中身を，県が毎年提示している『行

財政改革の取組』の目立つ箇所から取り出してみよう。ほとんどすべてを紹

介することは不可能なので，ポイント部分と思える点だけに限定したい。

2　行革の経緯と公務員数削減

　公務員の削減（また人件費の削減）は全国動向と同じく県レベルにおいても，

まずは行革の目安とされよう。
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　すでに岐阜県では，第一次行財政改革（昭和60一平成2年度）の取り組みと

して，昭和60年9月の「岐阜県行政改革大綱」策定により，職員数を実質

定員で50／o，263人が削減されていた。第二次行財政改革（平成2－7年度）で

は，「597人分の事務事業」が削減されており，平成7年度を「行財政改革

元年」と設定していた。第三次行財政改革（平成8－12年度）では，平成8年

10月に「岐阜県行財政改革基本計画」を策定し，その中で，11年度末まで

には事務事業の見直し，組織のスリム化，効率的財政運営，職員の意識改

革，人材育成などに取り組むとするとともに，改革の初期目標を達成した，

としている。

　第四次行財政改革は，平成12－16年度であり，3年ごとの「行財政改革行

動指針」を設定し，「早い県政」，「安い県政」，「ガラス張りの県政」，「納得の

県政」の4スローガンのもとNPOなどと一体となり，日本を代表するモデ

ル県を目指す，とされている。同時に，この第四次改革では，平成12年度

から5年間で，知事部局定員数を250人（条例定数の約59・）削減が目標とさ

れている。この目標に従って，12年度は146人減（うち知事部局51ア4人中6アノ＼

削減），13年度は55人減が遂行されている（削減数は，岐阜県r平成13年度行

財政改革の取組』より）。

　このように定員管理では，人員の実数でみたり，仕事量の削減を人員数に

換算して評価したりしていてすっきりしない点もあり，定員削減対策の難し

さを示しているといえよう。

　具体的に，平成12年度のケースで，「重点増減型」の職員数増減の状況を

みると表3のようである。これによると，何といっても，県立看護大学の開

設にともなう職員数66人増，病院・診療機能の強化による増等21人，警察

官10人増などが目立つ増加である。反面，市町村立学校等は，1万2364人

から1万2237人へと127入の減少となっている。
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表3　平成12年度職員定数（対前年度比）

県 職 員　　16、629ノ、一→16、61〔〕ノ＼

　　　知事部局一般職員定数

　　県立看護大学の開学
　　国際情報科学芸術アカデミー　司書の配置

　　病院・診療機能の強化による増等

　　企業会計　工業川水道関係事業靖滅等

　　議会　事務の見直し等
　　地方労働委員会　事務の見直し等

　　教育委員会　組織の見直し等

　　学校職員の減
　　安定的な警察運営のための警察官の増

19人減
（－67人）

（＋66人）

（＋1人）

（＋21人）

（－2人）

（－2人）

（－1人）

（－10人）

（－35人）

（十1〔1人）

市町村立学校職員等　1ユ、364人一12237人 1ユア　ノ＼汀戎

合　　計 28、993　ノ＼一→ユ8、S47　ノ、 146　ノ＼；威

岐阜県『　’li．成12年度lf財政改革の取組：よ；）・

3行政評価システム（事務事業見直し）の導入

　「質の高い行政を目指し，説明責任を果たす」立場から，平成12年度の施

策を対象とする「施策評価システム」を全庁に導入し，自己評価により見直

しを行うことにしたものとされる。主な対象は重点的事務事業，公共事業，

その他大規模施設である．見直しの中身は，「効率性の確保」（事務の効率化，

処理方法の簡素化，委託費，情報化，印刷物），「経費の節約」（県単補助金の節約），

「県民サービスの向．ヒ」（許認可事務，窓T／サービス，情報提供）などである。

　平成11年度の見直し結果は，件数で1918件，削減経費は71．4億円で

あった，その内訳を，区分別見直し結果としてみたものが表4－1であり，項

H別見直し結果としてみたものが表4－2である。前者では，事務の縮小によ

るもの（約21億円），実施方法の変更によるもの（約34億IID，後者では，事務

の効率化によるもの（約13億円〉，県単補助金の節約によるもの（約29億円）

が，大きな節約効果になっていることが示されている。

　平成12年度見直しの結果，13年度当初において見直しうる総額は1622
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地方財政危機の深化と地方行財政改革の動向（柿本）

表4－1　区分別見直し結果

見直しの区分 件 数

　　　　　1削減事務量
　（時間）

　　　　　1

削
減
経
費
1
　
（
千
円
）
　
　
A

増加経費
　（千円）

　　B

経費効果
　（千円）

　A－B

目的達成で廃止

成果点検表で廃止

廃　　止

縮　　小

統　　合

実施方法の変更

委託化

OA化
その他

79

43

43

799

154

439

15

こ1

325

1，163．ア

3、582．0

312．0

2Jl8．2

3，271．1

1，067．0

2，618：n

182．0

2，3982

335，702

　43，681

771，681

ユ、058、944

ユ4〔〕、842

3．419，64二

　20、726

　19、556

5152ア2

　　O
　　o
　　O
　8，9ユ8

31，898

14、320

9、34ユ

　　10
220，488

335、702

　43，684

771、681

2，050，〔｝16

208、944

3，405．327

　11，ri84

　19546
294、784

合　　計 1，918 1ア、3正2，5 7、4ユ6、054 284、986 7，141，068

岐阜県『平成12年度行財政改革の取組』より。

表4－2項目別見直し結果

見直しの項目

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　
　
ミ

件　数：
　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　

削減事務量
　（時間）

削減経費　増加経費　　経費効果
　1千円）　　　　　（千円｝　　　　　（千円〕

　　A　　　　　　B　　　　　A－B

事務の効率化

処理方法の簡素化

印刷物
旅　　費

内部管理経費

業務委託

県単補助金

情報fヒ促進

その他

427

250

79

157

464

89

1961
18！
238　‘

10、111．1

2，817．9

　こ09．0

　796，5

　〕18，5

2、843．6

　162．0

　　50．O

　lO3，8

1，294、334

719，896

　65、955

150，723

980，177

r，OO，SSア

2、927，540

　18，〔〕90

968、452

30，1二1

　6、43i

　」15

　　0
217，724

1i178

　2，500

　　0
1こ、567

1，264、16r，

713、465

　65540
150、7〕3

762、453

285、7〔｝9

2、925、040

　　18、09｛｝

955、885

合　　計 1，918 iア，312．5 7，426，054 284，986 7、14LO68

同1：T

件，49．4億円だとされている。具体的には，施策評価対象事業が735件，

77．1億円，それ以外の事業が887件，17．3億円である。その他に，同年度の

県の外郭団体（中間機構）の見直しが154件，3．1億円であった。

　13年度の「経費節約」の具体例として，「保健婦・看護婦等の確保・育

成」をとると，保健所医師の1名海外派遣の期間短縮，打ち切り，准看護婦

修学資金貸付金の縮減などで約190万円を節約，というようなことである。
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　事業全体の見直しの結果としては，表4－1にあるように廃止，縮小，統

合，委託化，OA化などである（以上，見直しの数値はr平成12年度・13年度行

財政改革の取組』より）。

4公共事業の見直し

　全国的な公共事業の見直しの中にあって，岐阜県は，災害復旧，維持修繕

事業を除く，基盤整備部所管のすべての県事業を，約1700ヵ所見直し，33

ヵ所の事業を中止予定にしたとされる。事業別の中止箇所数は，表5のよう

である。

表5　事業別中止箇所数

国庫補助事業　県単独事業．　合　計

道路事業

河川事業

砂防事業
農業農村整備］［菜

地山事業

13

11

ユ

1

1

計 6 27 33

岐阜県ry一成13年度行財政改革の取組：より．

　総合評価基準の内訳は，用地の協力が得られず，今後の事業の進捗が図れ

ない事業（13ヵ所），地元の協力が得られず，事業が進んでいない事業（6カ

所），事業が概成し，事業効果が期待できる事業等（14ヵ所）である倶体的事

業名と場所は略）、

　公共事業に関連してPFIの導入も少しずつ実行されつつある，一例とし

て，「ワークシヨッブ24」施設整備事業で，事業主体は岐阜県住宅供給公

社，受託事業者はオリックス（株）を代表とする企業グルーブで，これにより

施設の建設と維持管理の運営事業を20年間行おうというものである。約33

億円の事業とされる。
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　　　　　　　　　　　　　　地方財政危機の深化と地方行財政改革の動向（柿本）

　施設は鉄骨造り10階，床面積約1万6200　m2（ベンチャー支援室16室，技術

開発室78室，賃貸住宅64戸，その他）とされている。

　また公共事業に係わる業務委託に関し，その予定価格の事前公表，入札情

報の発信（「入札情報広場」設置によりアクセス件数は，平成13年2月末現在で6000件）

を行うことにしたとされる。同じく公共事業にも関連して，県の公営企業

（工業川水事業，病院，地方公社，財ISI法人など〉における会計において，現金収

支の他，県の資産，負債の状況を表した企業会計方式によるバランスシート

（貸借対照表）が作成されることになったこと，なども指摘されている（以ヒ，

公共事業見直しについては，r平成13年度行財政改革の取組』より）。

5規制緩和

　県レベルでの規制緩和の事例では，いずれも地方行財政にふさわしく，身

近な行政に係わるものであり，平成9－11年度の3年間で235項口，12－14年

度で410項目もの多くが実行されている。行政分野別規制緩和等件数では，

：ヒ地・住宅，環境・廃棄物，医療・衛生，福祉，農林水産業に属するものが

多い．

　主な規制緩和項目例としては，L7’土地開発事業として，土地開発事業の

適正化に関する指導要綱にもとつく，事前協議に必要な提出書類の見直し

（一筆調査，公図の写し、排水系統図の廃止）や，2飲食店等の建設確認時におけ

る保健所への合議を，病院等重要な建物を除き廃［ヒする，などがある。

　また規制緩和に関連する「県民サービス向上の主な見直し項目」として，

工建築十免許申請書等の書類の提出先を，住所を所管する建築事務所から

全建築事務所に拡大する，2宅地建物取引業免許中請書等の提出先を住所

を所管する建築事務所から全建築事務所に拡大する，3政治活動用のボス

ターを掲出する場合の許可対象地域を，申請土木事務所の管轄地域から全県

域に拡大する，などがある（規制緩和にっいては，r・械12年度行財政改革の取組』
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より）。

6　県から市町村への権限委譲

　県から市町村への権限委譲は309項目（平成12年度206項目，13年度51項目，

14年度52項日）となっている。これは県から市町村への分権化であり，大切

なので後掲表6－1と表6－2でそのまま紹介しておきたい。

　まず主な委譲事務，権限としては，工まちづくり・土地利用で土地開発

事業，保安林の指定・解除等，農地転用許可など重要な項目が［多されてい

る。2市町村広域行政では，市町村等が行う振興事業等への補助金の実質

的交付決定権限委譲がある。3環境保全・公害防止関係では，産業廃棄物

収集運搬業の許可，届け出受理などの委譲である。

　9福祉・介護保険では，介護保険事業者の指導等，介護老人福祉施設等

の指導等の委譲である。15L産業振興では，商店街活性化総合支援事業費補

助金の交付決定権限の委譲などである似上，表6－1を参照）。

　次いで第・二次権限委譲に係わる項目では，t保健衛生として，病院の休

廃止の届け出の受理など3事務19項目，2環境行政に関する事務として，

産業廃棄物処理計画書の受理等3事務33項目，3都市計画・建設行政に関

する事務として，都市計画施設等の区域内における建設の許可など12事務

60項目，④産業・経済行政に関する事務として1事務11項目，5その他

として4事務16項目，など合計23事務239項目が委譲されている（以ll，

表6－2を参照）。

7　外郭団体の改革方向

　岐阜県では（他県でも同じであろうが）県庁がその経営に責任をもち，その団

体に対する県からの財政補助（出資）割合が250／o以．ヒのものを，「中間機構
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等外郭団体」として一括している．

　平成15年2月時点で，長良川鉄道（株），明智鉄道（株），VRテクノセン

ター，岐阜産業会館，木曾三川水源造成公社など県庁以外の他団体（他県，

市町，民間団体）への依存度の高’い団体（11団体）は中間機構等外郭団体から

除外した結果，現在32団体となり，その問題点，改革方向が検討されてい

る。32団体は，地方3公社（岐阜県土地開発公社，岐阜県住宅供給公社，岐阜県道

路公社），民法法人（ソフトピアジャハン，岐阜県研究開発財団，岐阜県国際バイオ研

究所，岐阜県森林公社など），社会福祉法人（岐阜県福祉事業団）などの形をとっ

ている、

　これまでに民法法人（株式会社の形をとるもの）もかなり存在していたが，上

述のように，原則として民間に委ねるということで，外郭団体からは除外さ

れることになった、「中間機構指導室」作成資料によれば，県からの補助金

がgoo／o以一ヒと高い団体も多く存在し（県福祉事業団など9団体），また補助割合

が50°／・以一ヒのものが大部分を占めている。県からの補助金は，平成13年度

時点で約274億円に達する．職員も県庁からの出向やOBの人も多い。

　全体として，県への財政・人材の依存を極力縮小していくことがこれから

の課題となろう，すでに県では，平成7（1995）年頃から，外郭団体の改革

に着手していた。その結果，例えば平成10年には，県森林公社と木曾三川

水源造成公社の事務局の統合，岐阜県民ふれあい会館と岐阜県福祉・農業会

館の統合などにより23名，1億1900万円を削減しているし，また11年に

は，県畜産開発公社と農業公社の統合，県住宅供給公社と土地開発公社の事

務局の共同化などによって，18人，1億4000万円を削減している。同じく

12年には，県企画設計センターと県建設技術センターの統合で10人，9636

万円の削減を実現している。

　こうした統合，整理，見直しをさらに抜本的に進めるために，中間機構

指導室は，14年12月に，次の8つの方針にもとつく経営計画の策定を外郭

団体に求め，経営の見直しを図ろうとしている，すなわち，1主体的経営
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表6－1　県から市町村への

1　まちづくり・土地利用

委譲する事務・権限 屡譲ぽ度i 委譲内容及びその効果等

○土地開発事業に関する事

　前協議，開発協議等

12　0Ji　ha以f：の案件に係る事務を委譲し、今後は面漬にかか

　　　わらず出先機関が行う、

　　○標準的な処理日数　180日→120日に短縮

○保安林の指定・解除等 12 ○保健保安林など森林法第25条第1項第4号から第i1号
　までの保安林の指定・解除に関する権限

○標準的な処理口数　（指定）70H→6〔〕日，
　　　　　　　　　　　（解巨余）　90　日一→60　H｛二短‘宿

○農地転用許可 13　ミ0300〔〕mこ未満の案件に係る農地法第5条の許可権限

　　○年間処理件数　約3500件

○建築基準法に基づく特例

　許可等

14　0容積率緩和の特例許可権限等

2　市町村・広域行政支援

委譲する事務・権限
委譲
年度’

委譲内容及ひその効果等

○市町村振興補助金の実質

　的交付決定権限

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1こ　　10］W田∫f・tカx　fi・うP艮興

　　｜　限

　　○補助金額　18億円

癬業等への補助金の実質的交付決定権

○市町村振興貸付金の貸付　1ユ　○市町村等が行う振興事業等への貸付金の貸付決定権限

　決定権限　　　　　　　　　　　○貸付金額　約20億円

○広域連合の設置許可等 12iO広域蛤の謡言団・1舳受肝醐する権限

3　環境保全・公害防止関係

委譲する事務・権限
譲
度
委
年

委譲内容及びその効果等

○水質汚濁防止法に基づく　　12

　特定施設設置の届出受FII，

　技術的審査事務等

　　　　　　一一一一一一一一一一一一⊥一一一一一一一一一一．

○届出受理や工事ド汗制限期間σ漁油；］措置等の権限．技｛liii

　的審査事務等

○年間処理件数　約50｛｝件

○標準的な処理口数日：事着手制限期間の短縮措置）

　　　　　　　　　斗｛｝口→28日に垣縮

○産業廃棄物収集運搬※の

　許可，届出受理

12　0許可・届出受理の権限
　　1Ofl澗処理件数　約60〔川牛

　　○標準r白な処理日数　30日→15日に短縮

○－1二場立地法に基づく特定　　1ユ　　Ol卜li出受理の権限

　工場設置の届出受理　　　　　　　　○年間処理件数　約70件
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主な委譲事務・権限

4　福祉・介護保険

委譲する事務・権限 欝1 委譲内容及びその効果等

，

○介護保険審査会の運営 12　0要介護認定等の行政処分に対する不服申立を行う介護保

　　　険審査会（公益代表委員合議体）の審理・裁決等運営に

　　　関する事務

5産業振興

委譲する事務・権限 黍劃 委譲内容及びその効果等

○商店街活性化総合支援事‘12
　業費補助金の交付決定権

　限　　　　　　　　i

○空き店舗対策事業等に対する補助金の交付決定権限

○補助金額　約7千万円

○認定職業訓練派遣等給付　12
　金の交付決定権限

○従業員を職業訓練に派遣した企業等に対して交付される

　給付金の交付決定権限

○補助金額　約2億5千万円

○地嚇業活性化蜘蝶112　10新商醐発，販路齢事欝闘する醐金の鮒凝
　費補助金の交付決定権限　　　1　権限

　　　　　　　　　　　　　　　iO補助金額　約2千万円

○農業近代化資金貸付決定
　権限

’3 1°嶽㌶曜㌣罐㌫藁竃（国への協議
　　○貸付金額　約20億円

（注）　1～5に記載した年間処理件数，補助金額等は，

岐阜県『，F成12年度行財政改革の取組」より。
平成10年度実績＝
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表6－2　県から市町村への第2次

1保健衛生に関する事務（3事務19項目）

事 務 名
委譲対象範囲

当初委譲時期
計

否譲委

3
女
ヰ
可

－
　
匡

　

　

譲

平
以
委

12平

可譲委

1病院の休廃止の届出の受理等
1保健所設置市

ド成12年4月
0 0 l　　l

2照射録の提出又は検査
1保健所設置市
1平成に年4月

1 ＿L
－
i

0　　1

3医療用具の販売業等の届出の受理
保健所設置市
’ド成1ユ年4月

＿＿ 0 1　　1

2　環境行政に関する事務（3事務33項目）

事 務 名
委譲対象範囲

当初委譲時期
計

　
　
否

　
　
譲

　
　
委

3
条
可

－
　
M
＿

　

　

譲

平

以

委

12平

可譲委

ユ産業廃棄物処理計画書の受理等
岐阜市

平成11年12Ei
1 ＿L－’ O　　l

5国定公園普通地域に係る届出書の受理
　等

国定公園普通地域を
！持つi　ii、M］一村

平成12年4月

19 ＿U 〔｝　　19

の書出ウ

O係に域地通普園公然
”L
　
：
k
r

立

理

県
受

R
ソ

県立自然公園普通地
域を持つ市田∫村

’1戒巳年4目

39 0 0　　39

3都市計画・建設行政に関する事務（12事務160項目）

事 務 名
委譲対象範囲

当初委譲時期

平12　平13
　　　　以降　　　計
委譲可．委譲可　委譲否

r都市計画施設等の区域内における建築

　の許可

岐阜市除（建築主事
置く市田r付

平成12年4日

e
l

＿v o　　ユ

S　優良f主宅の認定等

建築基準法！条の
般特定行政庁
’ド｝」～こ　1〕　f†三4　月

r
一

0 〔i　　］

9優良宅地の認定等

人川10万人以上の
11∫（開発許可委譲市

に限る）

’ド成1ユ年4日

r
／

’

丁発，J合
商
［

4－

r築建一〇メ、地務業
’

E
j湘
等

dl，ll㌦t　i　1∫1：6ミ　（　剖：rii言1’［lhi

区域をf∫する市町村

Y一成12年4月

ユ3

1

＿v

4

1
’
t

0

tフ
l

亘市街地再開発促j匡区域内の建築行為の

　許可等

岐阜ili除（建築主事
置（市田∫付

’r成1ユ年4月

1 nv L　　ユ
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地方財政危機の深化と地方行財政改革の動向（柿本）

権限委譲に係る権限委譲項目

　（3の続き）

⑫土地区画整理事業の施行地区内の建築
　行為の許可等

岐阜市除く都市計画

区域を有する市町

平成12年4月

22 0 25　　47

亘個人施行者が行う土地区画整埋事業の　未　定

　施行の認可等　　　　　　　　　　　平成13年4E

亘七地改良事業の認可等
全市町村

平成12年4月
50 0 49　　99

亘宅地造成工事規制区域指定のための立

　入等

岐阜市除く人口10
万人以上の市

平成12年4月

1 O O　　　I

⑯特定建築物の建築主に対する指導・助

　言等

岐阜市除く建築確認：

が可能な市町村

平成12年4月

1 0 97　　98

C建築物・工作物の確認，完了検査，道
　路の位置指定等

岐阜市除く人口5万
人以上の市（ただし
建築主事配置できる
市町村は可能）

平成12年4月

1 0 97　　98

㊦保安林内における立木の間伐届の受理

　等

1全市町村
‘

1平成13年4月

4産業・経済行政に関する事務（1事務11項目）

5その他の事務（4事務16項目）

亘電気用品取締に係る立入検査等
全市町村

平成12年4月
99 0 0　　99

室消費生活用製品に係る立人検査等
全市町村

平成12年4月
99 0 0　　99

⑬計量に係る勧告等
岐阜市除く全市

平成12年4月
12 0 1　　13

岐阜県，前表に同じ，

一
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のための経営ビジョンの明確化，2設立趣旨に沿った事業の効率的な見直

しの仕組みづくり，③財政的自立度向上への取り組み，互主体的な事業実

施のための企画運営向上の取り組み，5人事交流等による活性化の検討，

6組織の主体的なスリム化，効率化，⑦プロパー職員採用の抑制，8経

営内容の積極的公表による透明性確保の検討，などである。

8　財政動向と「特別抑制」期間の設定

　「岐阜県健全財政指数」として，平成12年度の経常収支比率が75．8％（全

国45位，これが低いほど健全で目安はア0～8000，全国平均91．700とされている），人件

費2495億7300万円（県民一人’iSた：〕11万8000円で，全国38位），一般行政部門

職員数は人口10万人当たり255．7人（全国34位），県債発行残高1兆224億

9600万円（県民一人当たり48ノ」5000ilj，全国r4位），公債費651億6700万円

（全国40位），起債制限比率6．20／e（全国46位、全国平均11．2％，県の一一般財源にEtfめ

る公債費の割合で，159bが警戒ラインとされている），基金残高861億7900万円

（全国23位）などがあげられ，県伝統の「健全財政」が保持されていると謳

われている。

　地方（県）債発行自由化の条件である起債制限比率10％未満，かつ経常収

支比率soo／o未満を現状では満たしているので，地方分権・括法で認められ

た平成18年度からの県債発行自由化が可能となることも言及されている。

　しかし先述のように，バブル崩壊以後の税収停滞と景気対策による歳出増

によって，県財政が困難をきたしつつあるため，平成12年度からの3力年

が，財政の「特別抑制」期間として設定されることになった一

　同時に，税収増のための努力として，徴税率のアップ（平成1晒渡の972・・

を98％以上に引き上げる），外形標準課税化（ただし中小企業には配慮）の検討を

行うとされている。また予算面では地場産業，ベンチャー支援対策の重視な

ど，県債では，交付税参入率が40％以上の有利な県債に限定して発行する
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こと，県債依存率を過去10年間の県平均である11．oo／o以下に抑えること，

基金繰り入れ金も，ルール化されないものを除き，原則取り崩しは行わな

い，などとされている。

　歳出では，すでにみたように平成12年度から5年間で250人の職員削減

を目標にすること，諸経費では公共事業において，工法・仕様・単位の見直

しにより，年間20％のコスト削減を目指すとともに，「社会資本整備指針」

として，その推進の手順・手法の明確化，ルール化を全国で初めて実行する

とともに，「紛争アセスメント」の立場を明確にするとされている。

　これらの視点から，「説明責任，住民との協同，事業評価，透明性とコス

ト削減，効果的広報，環境・福祉・情報面での重点的・総合的推進，複合

的・横断的施策の実施」など「7つの戦略」が示されている。

　なお財政の「特別抑制」期間ではあるが，留意されるべきことの一つに，

「重点増減方式」が設定されていることがあげられよう。具体的には，子育

て支援施策重点化枠が12年度約29．2億円から，13年度には約405億円へ

（38．6％増），県民食糧確保重点枠が，同じく29．5億円から40．3億円へ（36．79・

増）へ，教育改革重点化枠が，同じく16．4億円から19．7億円へ（20．5％増），

となっている点が例示されている（以上，財政動向についてはr平成13年度行財

政改革の取組』より）。

　いま一つに，経費執行の変更点として，「経費の節減努力により，一定割

合を翌年度予算に上乗せする還元システムを普及し，効率的な予算執行を徹

底する」と予算単年度宅義の打破が強調されている点も注目されよう。

　以上のように，決して大きくない中位の，どちらかといえば予算，財政の

「弱小県」に属しながら，情報産業化や岐阜駅前再開発などの中規模開発は

あるものの，予算の節約や予算方式の見直し（重点増減型）のやり繰りで，伝

統的な「健全財政」を保持していることが特徴点として指摘されよう。

　岐阜県では，政令指定都市を抱える都道府県にみられる，バブル経済期に

大規模開発（大型産業基盤整備・都市再開発・リゾート開発）を行い，バブル破綻
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による需要見通しの狂いから生じた大損失が存在しない点が幸いであったこ

とも指摘されよう．

　しかし，行財政改革（経費節約）の反面，広大な中山間地を抱え，99市町

村中27町村もの多くの過疎地を抱えていること（2003年3月現在），県都岐阜

市の中心部，および中心産業であるアパレルと観光業の空洞化，情報産業・

バイオ産業などでの課題，道路・下水道・教育・災害対策などのナショナル・

ミニマムのかなりの未達成部分など，産業・人口・文化の強大化に向かうべ

き課題は，決して小さくはなかろう。

III英国の地方行財政改革と

　　　日本での課題

1英国地方行財政改革の理念と事例

　これまでたどった，全国と岐阜県地方行財政改革の主内容としての小さな

（簡素な）政府，民間企業経営手法の公共部門への適用による効率的手法が，

EUの，行財政権限は極力地方に与え，国はそれを補完すればよいとする補

完原則論にもとついた地方分権論と，また主旨はやや異なるが，1980，90

年代の米・英両国で展開されてきた小さな政府，市場経済化をねらいとした

改革内容とおよそ共通していることは，周知のところであろう。特に英国で

は，1970年代以後，英国病ともいわれた低成長と財政赤字，あるいは雇用

と所得の点では，L］本よりもずっと深刻だった中で展開されたサッチャー革

命による地方行財政改革は，20年，30年遅れで「日本病」に陥っている今

日の日本にとってそれなりに参考になろう。

　そこで以下，英国の1980，90年代の地方行財政改革の基本部分の一端を

概述することにしたい。
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　前述のように，英国では，1979年以来のサッチャー改革によって，国家

行政，自治体行政は，「革命的」といえる変革を実行することになる。1997

年からの労働党ブレア政権によって，．一定の揺り戻しと，「第三の道」への

軌道修正がなされることになるが，大きな枠内では，サッチャー以来の民営

化，市場経済化が国・地方行財政改革の基軸となっていることでは，変わり

なかろう。

　その著『地方政府経営論』で，リンダ・キーンとリチャード・スケースは，

英国における1980年代以後の新たな地方自治体経営方式につき，代表的諸

論を概括しているが，その中で，1980年代，90年代を通して，英国地方行

政は「空前の変化」を経験してきたと述べ，地方行政のこの「空前の（劇的

な）変化」は，「新しい経営主義（New　Nlanagerialism）」によるものだ，と評

言しているω。

　そして，大変化の具体的内容として，過去のおよそ1960－1975年の地方

政府経営と現在（1979年から今口）のそれの，目立ついくつかの変化を，次

ページの表7のように対象化している7）。

　およそ同じ内容だと思われるデービッド・オズボーンとピーター・プラスト

リックも，サッチャー政権による国，地方の革命的な行財政改革の内容を，

「目的としての核心戦略」，「インセンティブとしての結果戦略」，「説明責任

としての顧客戦略」，「権限としての管理戦略」，「文化としての文化戦略」，

の5つの戦略論で把握しようとしている。

　そして，核心戦略としては目的・役割・方向の明確化，結果戦略としては

企業的経営・管理された競争・業績監督，顧客戦略としては顧客による選

択・競争による戦略・顧客への品質保証，管理戦略としては組織変革・権限

移譲・雇用者への権限移譲・地域社会への権限移譲，文化戦略としては習慣

を変える・感情に訴える・職員の心をつかむ，などのことだとし，これを，

国家と地方経営の根幹に置くべきだと主張している8）。

　これらが国家，地方公共団体の改革（リイノベーション）であり，これに
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表7　新地方経営主義以前と以後の比較

過　　去　（およそ1960－1975年） 現　　在　（およそ1979年→）

時

戦

構

代　上昇する期待

略　誰もが認bる成長，大きなことがベ

　　スト，規模の経済

造　断片化（末端化）されていること，

　　地方委員会にもとつく管理

基軸的制度！諸資源の配分，細分化された官僚的

　　　　　かつ普遍的コントロール，特に投下
　　　　　に対するコントロール，「実質的」

　　　　　な財政コントロール（例えば受容さ
　　　　　　れるインフレコスト）

基軸的手法

スタイル

スタッフ

専門的，行政的

官僚主義的，安全（例えば「ハイ大

臣殿」レベルの抵抗の行動を隠すよ
うな文書）

中央に重きを置く．技術の制約的な

利用，管理者が管理することの自由

の制約

資源の制約

実質的削減，小さなことがベスト，

行動，予算等に対する説明責任を認

めた管理者を通しての経済

中央共同的，委任された管理

人口変動への適応と利用に対する戦

略的計画，広い意味での産出コント

ロールに対する集中，現金主義的計

画（例えばもしインフレが，予測よ

1）上回るなら諸活動はカットされ
る）

経営的，政治的（小権限的）

経験主義的，革新的・参加的（例え

ば資源利用の選別性とそれ故のリス

クを取ることを含む）

中央に対して身軽なこと（あるいは

そうあるべきこと），技術の誘発的

利用，管理することの最大限の自由

よって小さな政府，民間活力化にもとつく英国再生の取り組みが試みられた

ことを評価するのであるc

　1980年代以後の英国地方行財政改革，すなわち新経営主義，リイノベー

ション（革新）については，多くの論者によって，多面的に議論されている

のであろうが，この新しい動向，つまり先のリンダ・キーンとリチャード・ス

ケースも評言している「新公共経営論」（New　Public　Management）そのものを

詳しく紹介しているものに竹下譲他著『イギリスの政治行政システム』があ

るので，その要点を以下にまとめておくことにしたい。

　ただし，同著で取り上げられている「新公共経営論」では地方行政経営も

含むが，主には「国家経営」を対象とするものである。ただ現実には，地方

行政手法といっても，国のそれと共通する面も多いので，ここでは事実上地
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方行財政をも含むものとしての「新公共経営論」として，その主内容をみる

ことにしたい。「新公共経営論」そのものの詳細な流れや，国と地方の経営

の共通点，相違点などについての追究は，また別に検討されるべきものであ

ろう。

　同上著作の英国における「新公共経営論」では，行政手法の改革（ニユー・

パブリック・マネジメント）と予算方式の変革（発生1議会計への変更）の，二つの

柱があることが示唆されていると思えるが，以下では，前者の行政手法の改

革を，主としてみておくことにしたい。

　（1）　ニユー・パブリック・マネジメント9）

　サッチャーによる財政支出改革の主内容は，③財政赤字縮小のための財

政健全化，2公共部門への不信感を払拭するための説明責任明確化，3公

共部門のシステム改革を民間手法を取り入れて行う，などであったが，この

目的を達成するための理論が新公共経営論（ニュー・パブリック・マネジメント）

である。

　新公共理論の核心は業績・成果による統制，市場メカニズムの活用，顧客

主義，組織のヒエラルキーの簡素化などにあり，その中身として，公共部門

スリム化の手法，公共サービスの効率化と質の追求，の二つがあげられる。

　1）公共部門スリム化の手法

　これには，（ll民営化，すな身）ち民間でできることは民間で，の方式，

②エージェンシー化，すなわち政策部門と執行部門を切り離し，現場であ

る執行部門に大幅に裁量権を与えることで（分権化），業務の効率化を目指す

政策，（3PFI，すなわち民間とのパートナーシップによる社会資本整備方

式，などがある。

　2）公共サービスの効率化と質の追求

　これには，次のような方法がある。①強制競争入札。これは白治体も民

間との入札競争に立たされることで，これによりかなりのコスト削減が期待
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できる（ゴミ収集費など）．また自治体を「契約型社会」に変更したことが大

きな成果となった。2市民憲章。これは個々の公共サービスについて，

サービスの水準を明記して，その達成を住民に約束する方法のことで，自治

体には13項目の明記義務がある。

　3ベスト・バリュー（Best　Value、　BV）。これはもっとも経済的で，効果的，

効率的な手段を用いて，サービスコストと品質の双方に配慮した基準に従っ

て，行政サービスの提供に努めることである。BVは，公共サービスの供給

方法の規制である，強制競争入札の代替案という範疇を越えて，自治体経営

の理想を求める，20年近くに及ぶイギリス地方自治体改革の，いわば集大

成ともいえる施策である。

　その．一例として，ブリストル市のケースをみると，例えば「より良い市を

建設する」ことが，大n標として設定される。そのうえで，重点目標として，

（1｝持続可能な環境への投資，2経済的繁栄，3生涯教育の推進，基保健

と福祉の推進，亘コミュニティーの強化，⑥税金に対してもっとも価値あ

るサービスを提供すること，などがあげられる。さらに工は，空気，水，ヒ

壌，エネルギーという環境資源の管理，などいくつかが取りヒげられ，この

工はまた．騒音，都市計画などいくつかに分けられて，それぞれ達成ll標が設

定されることになっているのである。

　BVは一見して，1960年代に米国で開発された予算方式であるPPBS（プラ

ンニング・フログラミング・パジェティング・システム，口標の効率的達成型予算方式）に

似ていることがわかるが，英国では，行政レベルの地域格差が30倍と大き

いから，5年以内にヒ位25％の中に入ることを目標とする，いわば，アメ

とムチの両方で効率化を図ろうとする方法である。

　（2）　自治体会計制度における完全発生主義の採用10）

　英国地方自治体では，国に先行して，1980年代に経済会計部門で発生一1三

義方式が導入され，1994年度には，資本会計が発生主義に移行している。
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自治体会計制度改革のポイントは，工経常支出（人件費，消耗品費，委託料，

元利償還費など）と資本支出（建物などの固定資産取得費用）を峻別する，②発生

主義の採用，3：公表財務諸表の様式の統一tの3点である。

　①経常会計と資本会計の峻別は，長期借り入れ金を財源とする固定資産

の取得は財政赤字に直ちに結び付くことから，資本支出に対する統制を厳し

くすることにしたものである。

　2発生主義会計の採用は，1980fl三代に導人された強制競争入札が，自治

体自身をも，民間との競合で落札することを余儀なくさせたことから実行さ

れたものである、つまり，もし入札に負ければ，当該部局は仕事を失い，職

員は公務員の身分も失いかねなくなったことから，事業部局が独立採算制を

採り，一定の利潤をあげることが義務付けられる，こうして全自治体の全会

計制度に発生主義方式が導入されたのである。

　③．決算様式の統一は，自治体の勘定科目が，それまでは，個々の自治体

に任せられてきたのが，簡便性と統．一性の観点にもとついて，1980年代か

ら，科目の統．一が進められたことによるものである．

　住民に対する年1回の報告が義務づけられた自治体「年次報告書」では，

その一内容としての連結貸借対照表において，次のような固定資産の分類と

評価方法が定められている（ロンドン，ワンズワース区の例）。

　すなわち同区内の固定資産は，運用資産と非運用資産にTl分類されたうえ

で，運用資産は，！インフラ資産（道路，橋，水道施設など），評価方法は取

得価格，②コミュニティー資産（公園，博物館，美術作品など），評価方法は取

得価格，3：それ以外の資産（公営住宅等建物，車両，備品など），評価方法は正

味現在取替価額か【E味実現価値，というようにされている。

　非運用資産は，投資財産，商業用資産，開発に未着手の状態の土地など

サービスを提供するために利用または消費されていない固定資産のことであ

り，評価法は，投資資産については市場価値，というようにみなされてい

る、
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　以ヒをまとめると，新公共経営論のエッセンスは，竹下譲他・同上著書で

指摘されているように，イギリスの行政改革が「行政はもはやサービスの提

供者（provider）である必要はなく，サービスの条件整備者，旗振1）役（enabler）

であればよいJの言葉に象徴されている1U点にあると思われる。

2　日本での課題

　我が国における平成不況下での地方行財政改革の基調が，米英両国の

1980年代以後における改革と共通していることは，以」：の英国の動向の簡

単な紹介から確認しうる。

　まとめに代えて，日本における地方行財政改革の今後の課題と視点とし

て，以下の若「の点について触れておきたい。

　第・に，U本における行財政改革は，1990　fl三代後半の省1］：再編（橋本内閣）

や情報社会化（森内閣），2001年4月からの小泉内閣によって着壬されるこ

とになったといえようが，国，地方併せての本格1研了財政改革は，これから

が本番だということである。英国病，米国の停滞の時期からすれば，「口本

病」に陥った1990年代からの改革着手は20年，30年遅れとなっているが，

これはある意味で当然といえようし，そのやり方も日本r白r穏当性」が特色

になっているといえよう。米英流のラジカルさで遂行すべし，との意見も多

くある，

　いずれにせよ，グローバル競争のもとでの小さな政府，市場経済（至ヒll

義）化は，つきつめると「強者本位の一人（または少数扮勝ち」0）結果をも

たらしかねないという本質をもつ1コ‘，ということである、したがってこれ

に対して失業，倒産（自治体’破産一も含3うて），格差拡大などに備えてのセー

フティー・ネット（安全網）が政府によって用意されておくべきだ，というこ

とである一公務員数の「適正化」も終身雇用の慣行とされてきた日本では，

米英流のラジカルなリストラ方式ではなく，セーフティー・ネットを用意し
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たうえでのマイルドなやり方が望ましいし，地方団体の姿勢もほぼそうなっ

ていると思われる。

　定員適正化（公務員数削減）はそれとして，むしろそれよりも，官僚天下り

の制限や，首長の高額退職金，高額な首長・議員給与の是正，議員数の削減

（ボランテア的議員の導入，職員幹部の公募性なとも含めて），などが英国，欧州大陸

の事例から参考になろう。国，地方団体の特殊法人への天下り禁止は，公務

員改革と抱き合わせで行われるべきである。

　第二に，日本では，行財政改革の抜本性という点では，むしろ地方の方が

先行しているケースもある。数は多くないかもしれないが，三重県の北川正

恭前県政13），東京都，宮城県，岐阜県，高知県，鳥取県，長野県などである。

　もちろん，国より先行しているとは言い難い県も多かろうが，先述のよう

に，大統領制型の知事制のために，先行することは十分にありうる。岐阜県

梶原県政も，限られた枠内であれ，大きな改革を進めてきたと位置づけられ

ようi4）こ

　第三に，財政難，経済力低ドから行財政改革が余儀なくされたという点で

は，英，米（他にヵナダ，ニユージーランド，スウェーデンなどを代表とする）と我

が国も変わることはないが，口本においては，明治以来の官僚主導性の強さ

や，政官財の既得権擁護勢力の強さから，　’一国の枠内で一進一退で進まざる

をえない性格が強いといえよう一

　しかし，1980年代以来のグn一バノレfヒ，市場経済fヒの進展を踏まえつつ，

歴史的見地から地方分権，あるいは，受益と負担のタイアップ型財政運営方

式を確立することが求められる時点に，日本は間違いなく立っている．この

受益と負担のタイアップ性が，多くの国民にわかりやすい行財政の仕組み構

築に当たっては，広く認められているように，地方交付税，国庫支出金，地

方債の改革が不可避である。

　地方交付税の算出方法の簡略化，国による政策誘導手段化阻止の制度化，

政策誘導型補助金の整理・・括化・メニュー化，また地方債の自由化など
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は，いずれも徐々にではあれ進行しつつあるが，これを大胆に推し進めるこ

とである，こうして，自己決定にもとつく地方行財政システムを確立するこ

とが，日本経済再生にとっても不可欠の要素であろう．

　地方交付税は，旧自治省によって，これまで一貫して，その目的が地域間

財源不均衡の是正と地方行政の計画的運営の財源保障にある，と位置づけら

れてきたが，後者の「計画的運営の財源保障」については，中央の恣意的裁

量性に左右されやすい、地方交付税の役割を，地域間財源不均衡の是正と地

域ナショナル・ミニマム行政の確保に限定し，それ以外は，受益と負担が極

h・致する税財政の仕組みへと転換すべき時期にきている、

　ナショナル・ミニマム行政では，例えばド水処理施設（公IU＼水道．農漁村集

落排水施設，合併処理施設など）の完備はこれに属するが，多くの「グズグズダ

ム，大規模臨海埋め立て，人の入らぬ美術館の乱立」など不要不急でないも

のがこれに属さないことは，すでに多くの現実が明らかにしている。

　この意味で，地方交付税の「抜本改革」が求められるが，税財源の地域偏

在がきわめて大きい現状では，地域間財源調整，ミニマム的財源確保という

点で，例えば，向こう20年間で交付税制そのものを廃止するといった「抜

本改勒は，現実的でない1「’‘。所得税，消費税の地方移転部分の拡大，法

定外普通税，法定外1酌税など地方独自財源の強化と併せて再編されねばな

らない，

　　〔注〕

　1）　拙稿「地方債の累積と地方行革の動向」（1岐阜経済大学地域経済llll究所『地域経

　　済工第16集，1996年5月）、

　2）小西砂千Jc　7地ノ∫財政改革論パH本経1斤新聞社，ユ〔｝02間．18へ一ジ．

　引　以ドの地方財政危機要素の指摘については，総務省自治財政局『地方唄Z政rぱ

　　（平成14年版）』ユ〕7－228ヘージより・

　4）以卜，国による歳出・歳入構造統制のもとにあって，都道府県において，「決算

　　Lの赤字」である「実質収支の赤字」が’ヒじやすいことの批判1こついては，神野直

　　彦r地方自治体壊滅』（NTr出版，1999　f卜）の第1章，2章参照
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5）以下，地方団体の取るべき財政危機に対しての総務省の具体策については，前掲

　注3）の『地方財政白書』228－239ページよ：）　：

＞6 Linda　Keen　alユd　Richard　Scase，　Local　Govenm？ent　iNfanagement，　OPEN　UNIVER

SITY　PRESS，1998，　p．1．

7）　　Ibid．，　pp．173－174．

8）　デービッド・オズボーン，ピーター・ブラストリック（小峯弘靖・前嶋和弘訳）

　『脱官僚．i義』（PHP研究所，2001年），63べ一ジ、

9）以下，ニユー・パブリック・マネジメントの概要は，竹下譲他『イギリスの政治行

　政システム』（ぎょうせい，2002年），234－258ページより。

10）　以下，自治体会計制度における完全発生1三義の採用の概要については，竹下譲

　他，同上注9）の207－213ページよ「）．

11）　竹下譲他，同1：注9）の239ベージ。またリンダ・キーンとリチャード・スケース

　も前掲注6）の『地方政府経営論』で，「〔行政による公共〕サービスは，もはや単に

　地方行政当局自身によって提供されるべきものではない，それどころか，原則的に

　ですらも，地方当局によっては，提供されるべきものではないのである」と述べて

　　いる　（P．5），

12）　グローバル化の不可避性とその矛盾，対応策（「第三の道」）については，佐和隆

　光r資本i義は何処へ行く』（NTr出版，2002年）参照，

13）1995年からの北川正恭三重県政1こおける改革姿勢については，ばばこういち

　『改革断ff』（株式会社ゼスト，1999年）参照，

14）　本稿脱稿直後に，岐阜県地方行革の紹介書として，岐阜新聞社報道部「岐阜モデ

　ル」取材班編著『地方力，岐阜モデルの挑戦』が出版された（日本放送出版協会，

　2003年3H）。これによると，「岐阜モデル」が，地域行財政全般にわたる意外に

　地道な改善策でもあることがわかる。

15）地方交付税制度そのものの廃止が，理想的であることは間違いないにしても，現

　時点では，それが展望しえないことについては，拙稿「税財源の地域偏在と地方交

　付税制度のr抜本改革』論」（r岐阜経済大学論集』第35巻第1号，2001年10月）

　参照；

（2003年3月脱稿）
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